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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

議事に入る前に、本日、当局より正誤表が

提出されておりますので、印刷して、お手元

に配付しております。御了承願います。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

９番野坂篤司議員の登壇を願います。

○９番（野坂篤司君） おはようございま

す。

ソチ冬季オリンピックが感動のうちに閉会

式を迎えました。日本の選手は、メダルを

とってもおごることなく、いろいろな人に支

えられたおかげでございます、先輩の苦労の

おかげです、親への恩返しができましたな

ど、どの選手も一貫して、自分以外の人々へ

の感謝や謙虚な心を語っていました。日本

人ってすごいな、日本の国っていいな、私は

日本人として誇りに思いました。

きょう、１番目の登壇者として、日本の未

来はすばらしいと確信しながら、みさわ未来

の野坂篤司が、通告に従いまして一般質問を

させていただきます。

はじめに、協働のまちづくりについて伺い

ます。

１月３０日に、平成２６年青森県広報コン

クールの審査会が行われ、広報みさわの平成

２５年２月号が広報紙の部で特選を受賞しま

したと３月号に、この３月号ですが（壇上か

ら広報みさわを掲示）、掲載されておりま

す。大変すばらしいことであり、三沢市職員

のレベルの高さとセンスのよさを県内に知ら

しめた功績はまことに大であったと思うので

あります。

これは、ひとえに種市市長のリーダーシッ

プのもと、三沢市総合振興計画の後期計画に

あります協働体制の確立が基本にあって、受

賞に結びついていたと思います。

市長は、協働のまちづくりの施策として、

市長と語ろう懇談会や、分野別、テーマ別の

市民協働懇談会などを、みずから積極的に開

催しています。これは、市長の考え方をわか

りやすく伝える広報に対し、市長が市民の声

を直接聞くという広聴の考え方であり、広報

と広聴のバランスがとれた大変よい政策であ

ると賛同するものであります。

しかしながら、市民協働のまちづくりは、

自分たちのまちは自分たちでつくるの考え方

が根底にあることが前提であります。そのた

めには、町内会加入率が大変重要な課題であ

ると思います。

町内会加入率は、各町内会の加入世帯数

を、市民課で公表されている市内世帯数から

老人ホーム、営内、基地内の各世帯を引いた

数で割り算したものを加入率としているとあ

ります。

三沢市総合振興計画後期計画を見ますと、

２３年度６０.９％から、２８年度、５年計

画が、加入率の目標が６５％になっており、

大変低い数値目標になっていると思います。

全国的に、町内会加入率を見ますと、神奈

川県の横須賀市９３.７％、同じく三浦市で

は９２.３％、鎌倉市８２.４％など、高いレ

ベルの都市がたくさんあります。

特に注目している都市で、同じく綾瀬市が

あります。その綾瀬市は、町内会加入率は７

８.８％、三沢は２５年度で６１.７％です。

ごみの排出量が、綾瀬市は１人当たり１日

４７１グラム、三沢は１,０９４グラム。リ

サイクル率が３０.８％、三沢市は１０.２％

であります。このリサイクルを各町内会が自

主的に行い、資源物をリサイクル協同組合に

販売し、それをポイント化して、行政から補

助金を受ける仕組みをつくっています。綾瀬

市の場合ですよ。

綾瀬市の町内会の中でデータを見ました
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ら、そのリサイクルの補助金を、多分かなり

大きい町内会だと思うのですが、年間２５３

万円も獲得していました。まさしく一石二鳥

の考え方だと私は思います。

三沢市内は、各町内会に行政協力者謝礼

１,０６８万円、航空機進入表面下町内会等

交付金２,２８１万円、市連合町内会活動費

補助金１２３万円、三沢基地周辺町内連合会

補助金７２万円、合計３,５４４万円の予算

がついています。

ここで私は、町内会加入促進を図るために

は、活動のためのメリット、仕組みを考える

ことが大事であると思います。

最近、八戸市でも、室蘭市でも、町内会加

入促進マニュアルを作成して、皆さんに配

り、努力をしております。こういう加入促進

マニュアルというのをつくって、これは室蘭

のものであります。

全国的に、町内会加入率アップを真剣に考

える時代になってきました。つまり、町内会

加入率と、そのまちのレベルが比例している

ということが出てきているわけであります。

そこで、質問になります。１番目です。

市長は、就任以来、協働のまちづくり――

最近の協働というのは、協力の協と働くとい

う、にんべんがついた協働のまちづくりであ

ります。協働のまちづくりを推進してきまし

たが、市長の考える協働のまちづくりの中

で、町内会加入率の重要性をどのようなレベ

ルで捉えているのか、考えているのか、伺い

ます。

二つ目として、振興計画の中で町内会加入

率アップを目指すのであれば、８０％台を目

指す覚悟が必要だと考えます。今後、町内会

加入率増進プロジェクトチームをつくり、努

力する者が報われる制度や、楽しみながら参

加できる仕組みづくりなどを考えるべきだと

思いますが、市長の考え方を伺います。

２番目の質問として、イングリッシュ・

キャンプ・イン・三沢について伺います。

青森県教育委員会が主催し、三沢市、三沢

市教育委員会が共催したイングリッシュ・

キャンプ・イン・三沢、つまり、英語合宿が

８月８日から１０日まで、米軍基地と三沢国

際交流教育センターで開催されました。

この目的は、将来的にグローバル社会に対

応できる国際的視野を持った人材を育成する

ため、青森県の中学生が英語による体験的な

活動に主体的に参加し、学び合うことを通し

て、英語学習に対するモチベーションと英語

のコミュニケーション能力の向上を目指すと

しています。

私は戦後生まれです。戦後も戦後すぐであ

ります。昭和２１年２月生まれであります。

三沢市に生まれ、米軍基地とともに育った、

わかりやすく言うと、ギブミーチューインガ

ムの世代であります。つまり、三沢基地を財

産として捉えることに育った世代なのです。

ですから、あるものを生かしていくという

考えを基本にしておりますので、三沢市商工

会青年部活動や青年会議所活動、そして三沢

国際クラブの活動を通して、アメリカ２００

年祭、ジャパンデー、アメリカンデー等にか

かわってまいりました。そのことを考えてみ

ますと、全国的にも、青森県内でも、最も三

沢市の優位性を生かした未来志向の事業であ

ると大いに賛同するものであります。

新聞報道によりますと、県内中学校３１校

２４０人の中から抽せんで１、２年生３９人

が選ばれ、基地消防隊やラジオ放送局等を研

修したと書かれています。まさしく体験学習

の重要性を見る思いでありました。

三沢市民の関心も高く、自分の子供も参加

させたいなどの声が私に聞こえてきましたの

で、イングリッシュ・キャンプについて伺い

ます。

一つ目として、本年度は青森県全体から参

加したようですが、実施状況がどのようなも

のであったのか、伺いたいと思います。

２番目として、県内の中学校１、２年生３

９名の参加者と聞いておりますが、参加者が

どのような評価をしたのか、伺いたいと思い

ます。

三つ目として、２６年２月２２日の新聞紙
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上では、ことし夏に実施する中学生イング

リッシュ・キャンプでの基地内訪問について

も支援を要請と書かれていますが、三沢市が

主催するのか、県と共催になるのか、そのこ

とを伺いたいと思います。

４番目として、イングリッシュ・キャンプ

が始まったばかりですが、今後、実施に当

たって、将来的な、理想的な未来をどのよう

に考えているのか、伺います。

イングリッシュ・キャンプに関しては、以

上の４点について伺いたいと思います。

三つ目の質問であります。

三沢市立小学校・中学校の歴史資料保存展

示教育について伺います。

三沢市立上久保小学校は、ことし、８７周

年を迎え、あと３年で９０周年を迎える準備

をしています。そのことを校長先生から聞

き、案内していただきました。

１階の廊下に展示してあるたくさんの写真

を見て、大変懐かしく、昔の写真を見ていま

した。すると、２年生の教室から校歌が聞こ

えてきました。何と６２年前と同じ校歌で

す。当たり前でありますが、自分の出た学校

の校歌が、小学校２年生の子が歌っている

と、えっ、何で知っているのと不思議に思っ

て、感動したことを、それはびっくりしてし

まいました。

その上久保小学校の校歌の中に、「大三

沢、上久保のほとり」と、こういう歌なので

すね。「太平洋の潮騒と小高き丘の上に」、

この小高き丘の上にというメロディーのとき

に、はっと思いました。校長先生と話しなが

ら、小高き丘の上にの学校を、今のお父さん

やお母さん、そして、周りの人たちが覚えて

いるのかなということを疑問に思ったので

す。

昭和２７年に、ピッカピカの１年生の私

が、１年生で入学した上久保小学校は、新町

２丁目、今、高橋製材所がありますが、あの

上にありました。もちろん今の高橋製材所の

ところは、瑞泉寺のお寺でありました。その

上をよじ登って小学校に行ったのでありま

す。まさしく小高き丘の上でした。

とても小さな学校で、よその学校の生徒か

ら、「上久保小学校、いい学校、よくよく見

れば、便所学校」というふうにはやされ、そ

ういうふうにからかわれたことを今でも覚え

ております。

今はそういうふうなことを誰もしなくなっ

てしまいました。だからこそ、小高き丘の上

に、その校舎を、上久保小学校の歴史ととも

に残したいと思ったのであります。そのため

には、大切なものを語り継がなければならな

い、歴史は残さなければならないと強く思っ

たのであります。

三沢高校第１４代校長であり、みずからも

三沢高校４回卒業生である工藤英明校長先生

が口癖のように言っていたことがあります。

学校は校長先生や教職員の先生方が毎年かわ

る。仕事だから仕方がない。しかし、同窓生

は一生涯かわらない。だから、同窓生がみず

からの手で学校の歴史資料を保存しなければ

ならない。同窓生はそのためにいるんだよと

言われておりました。そのときから三沢高校

では、生徒会館の一室を同窓会資料室にし

て、現在に至っております。

三沢市立小学校・中学校の歴史を見てみま

すと、同じ場所に建っている学校は、一中と

岡三沢小学校しかないような気がします。も

ちろん五中、堀中、木崎野は比較的新しい学

校ですから、そのままであります。三川目小

学校も三沢小学校も、二中も三中も、上小も

古小も、昔の場所と違うところに建っていま

す。

学校には、それぞれ地域住民の愛情と思い

入れがあり、その地域の歴史、家族の歴史が

刻まれています。子供たちが生まれ育った地

域から愛情をいっぱいに受け、地域の成り立

ちを知ることで、おかげさまの心、ありがと

うの心が育まれると思うのであります。

学校は、そのことに関心のある校長先生が

赴任したときだけ熱心に取り組みますが、先

生が転勤すると、何事もなかったように変

わってしまいます。このような基本の教育



― 15 ―

は、先生が転勤しても、基本の教育として

脈々と続けることに価値があると思うのであ

ります。

そのためには、三沢市教育委員会が主導的

に、主体的に、三沢市内小学校・中学校の歴

史資料保存展示教育を全市的に導入するべき

と思います。

三沢市史には、三川目小学校は、二川目、

三川目、鹿中の合同で、明治６年教習所を開

設と書いております。三沢小学校は、明治１

０年に聚成小学校として開校されたと書いて

おります。

学校の成り立ちには諸説がありますので、

正式に学校に創立年数を聞いたところ、三川

目小学校は１３０年、三沢小学校は１３６

年、古間木小学校は１０８年の歴史があるそ

うです。

上久保小学校も歴史を知っている人がだん

だんいなくなります。いなくなってからでは

遅いのであります。今やらないで、いつやる

のでしょうか。学校の歴史はふるさとの歴史

です。このことについて、教育長の考え方を

伺います。

これで、私の一般質問を終わらせていただ

きます。ありがとうございました。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの９番野坂

篤司議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの野坂議員御質問の行政問題の第

１点目、町内会の加入率については私から、

その他につきましては担当部長からお答えを

させますので、御了承願いたいと存じます。

我が国の地域コミュニティーの典型とも言

えるのが町内会でありまして、当市において

も１０８の町内会が組織されているところで

あります。

町内会は、地域内の親睦や交流、あるいは

相互扶助、町内の課題や問題の解決などを目

的として、自主的に組織されたものでありま

すが、町内会の皆様には、広報みさわ等の毎

戸配付、ごみの集積場及び公園並びに集会施

設の維持・管理や防犯活動など、地域の自治

運営に対して大変感謝をいたしているところ

であります。

また、東日本大震災の経験を踏まえ、災害

時に自力で避難できない方々への支援や、自

主防災組織の編成及び運営についても、市と

地域が一体となり、展開しているところでも

あります。

このように町内会の役割は非常に重要であ

りますが、御指摘のとおり、加入率は年々減

少しているのが現状で、実情でございます。

当市といたしましては、おっしゃるよう

に、プロジェクトチームなども選択肢の一つ

であると思いますが、さまざまな機会を設け

まして、広く市民の皆様の御意見を伺うな

ど、加入率向上に向けまして、ともに考えて

まいりたい、このように思っておりますの

で、よろしくお願い申し上げます。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 行政問題の

第２点目、今後、加入率促進のために、どの

ような政策を考えていくのかという御質問に

お答えいたします。

当市におきましては、各町内会での加入率

や活動の状況は、それぞれ異なっております

が、加入世帯数の減少により、活動主体とな

る若者が少なく、高齢化していることは課題

の一つであります。

今後、十分や活動や機能維持に支障を来す

ことが予想される町内会が多いと思われま

す。それらの課題や問題を解消し、コミュニ

ティーの再構築や、より強いきずなづくりに

向けた取り組みに、市としてもさらに連携を

強化しながら支援することが必要と考えてお

ります。

そのためには、行政と地域の方々との情報

共有が必要であることから、町内会長会議や

市長と語ろう住民懇談会を開催し、住民の

方々と意見交換を行っているほか、加入促進
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につきましては、転入者に配付する冊子に町

内会加入を勧める案内を掲載しております。

さらに、昨年度は、市長をはじめ、市幹部

職員が直接、企業や宅建協会への加入促進に

関する協力要請をいたしました。

また、平成２４年度、２５年度には、市連

合町内会とともに先進地視察を行い、加入促

進に向けた支援を展開しているところであり

ます。

町内会加入率の向上は、町内会の方々の地

道な勧誘と粘り強い意識啓発が基礎となって

おりますが、当市特有の事情や問題を見つ

け、先進事例などの研究をしながら、今後も

支援してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の三沢市

内小学校・中学校の歴史保存展示についてお

答えいたします。

近年、三沢市内の多くの小中学校では、少

子化による学校の統合や移転、建物の老朽化

による校舎の新築や改築が行われてきまし

た。

その中で、各校では、自校の過去の写真や

年表など、その学校の歴史をあらわすさまざ

まな資料の保存展示について、それぞれ工夫

しております。

その概要ですが、まず、展示している場所

は、廊下や玄関、校長室や会議室、中には資

料展示室を設けている学校もあります。

次に、展示、保存している資料としては、

校旗、校歌、学校行事等の写真、歴代校長や

ＰＴＡ会長の写真、生徒会誌、周年事業記念

誌などがあります。

さらに、その展示方法もいろいろ工夫され

ており、ある小学校では、廊下の一角に学校

の歴史コーナーを設けて、歴代校長や昔の運

動会の写真、学校の沿革、周年事業で撮影し

た航空写真などを掲示し、季節に合わせ、掲

示する内容を変えております。

統合によって新校舎となった小学校では、

閉校した学校の校旗、記念誌、文集、写真な

どを総合学習室にまとめて展示しておりま

す。

また、ある中学校では、文化祭に合わせ

て、廊下に旧校舎や当時の生活風景の写真を

掲示し、学校の歴史を振り返る学習の一助と

しております。

教育委員会といたしましては、御提言のと

おり、学校の歴史や伝統に触れる場面をふや

し、振り返ることは、感謝や敬愛の心を育

て、さらに、愛校心を育成するよい機会と考

えております。

以上のことから、今後も市内全小中学校に

対して、展示、保存されている貴重な歴史資

料を改めて整理し、児童生徒に自校の歴史に

ついて語り継げるような展示の工夫をしてい

くように指導してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山本文彦君） 教育問題のイン

グリッシュ・キャンプ・イン・三沢について

お答えいたします。

御質問の第１点目、今年度の実施状況はど

のようなものであったかについてお答えいた

します。

イングリッシュ・キャンプ・イン・三沢

は、平成２５年８月８日から１０日までの３

日間、青森県と三沢市の共催という形で、三

沢市国際交流教育センターにおいて行われた

ものであります。

中学校１、２年生を対象に募集したとこ

ろ、２４０名の応募があり、その中から３９

名が選ばれたとのことですが、三沢市内の中

学生の参加者は１名でありました。

３日間の具体的な内容といたしましては、

１日目は、開校式での英語による自己紹介か

ら始まり、英語を使ったゲームなどでの交流

会や、翌日に基地内で行うインタビューの研

修を行いました。２日目は、基地内の司令部

や消防署など５カ所を訪問し、各職場での体

験と、仕事に関するインタビューを行いまし

た。その後、国際交流教育センターで、グ
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ループごとに英語劇を創作し、発表しまし

た。最終日の３日目には、このイングリッ

シュ・キャンプの感想を英語で発表するとい

う、３日間、英語漬けの内容で実施されたも

のであります。

御質問の第２点目、参加者がどのような評

価をしたのかについてお答えいたします。

参加した生徒にアンケート調査を行ったと

ころ、とてもよい経験となった、英語を身近

に感じられた、とても楽しかったといった内

容の感想をいただいております。

御質問の第３点目、来年度実施するイング

リッシュ・キャンプは、三沢市が主催するの

か、県との共催になるのかについてお答えい

たします。

来年度は、今年度と同様、県との共催で、

７月３１日から３日間、また、三沢市が単独

で、８月６日から３日間実施することとして

おります。

御質問の第４点目、理想的未来をどのよう

に考えているかについてお答えいたします。

来年度、三沢市単独で実施するイングリッ

シュ・キャンプは、三沢市総合振興計画後期

計画の重点プランに掲げられている「未来を

拓く人づくり」の展開方策の一つとして、国

際性豊かな地域特性を生かした人材育成を目

的に、市内の中学生３０名を対象として実施

するものであります。

具体的な内容といたしましては、今年度、

県との共催で行った内容を基本に、ＡＬＴ及

びＡＥＴを活用しながら、基地内での体験や

研修を通じ、参加した生徒が英語による３日

間の生活を楽しめるよう、現在、計画中であ

ります。

今後とも英語教育推進事業や国際理解教育

のより一層の充実を図り、市内児童生徒の英

語力のさらなる向上に努めてまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 野坂議員。

○９番（野坂篤司君） 再質問をさせていた

だきます。

連合町内会とか、いろいろなところにいろ

いろな予算が出ております。先ほど言いまし

たように、２６年度の予算書を見ますと、行

政協力謝礼金とか、トータルで３,５４４万

円の予算がついております。これを町内会加

入世帯でざっと割ってみますと、１世帯３,

０５５円使われているような形になるわけで

すが、３,５４４万円の補助金がどのように

使われているのか、お伺いしたいと思いま

す。

二つ目として、私は、広報みさわが大変す

ばらしいなと感動しているわけであります。

広報の重要性も大変大事だと思っておりま

す。その中で、今回は、青森県の特選を受賞

した広報みさわを、一つのアイデアですが、

加入率促進のための営業ツールとして、三沢

市民、全世帯に配付すべきではないかと。

なぜかというと、町内会に入っている人し

か広報を見ない。であれば、そういうのを見

ていないわけですから、入りようにも入れな

い。加入している人しか読めないわけですか

ら、ますます町内会に入れないのではないか

と、こう思います。せっかくすばらしい広報

ができても、そういうことがわからないわけ

であります。この広報みさわを見せて、広報

みさわの中に、あなたも町内会で楽しみま

しょうとか、そういうことを呼びかけること

が大事だなと思います。

２６年度の予算で見ると、印刷費が９５０

万円の印刷費です。月１万４,０００部刷っ

ていると聞きました。年に１６万８,０００

部です。１部５６円です。もし、町内会でな

くて全市民の１万８,０００世帯に配るとし

たら、２万部もあればいいでしょうと。

印刷というのは、あとは紙代だけなので

す。ですから、９５０万円に、あと５０万円

足せばいいかなというぐらいの……。１００

万円ぐらいかな。

全世帯にこのすばらしい広報を配ると、ま

すます三沢のことがわかり、協力する人がふ

えるのではないか。２点目として、全世帯に

広報を配るという考え方があるのかどうか、
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この二つです。

それからもう一つ、教育長から大変いい話

を聞きました。歴史を鑑みてやっているとい

うことであります。

そこで、質問でありますが、私は、教育委

員会が――学校の先生ってかわるのですよ、

毎回。そうすると、先ほど言いましたよう

に、そのことに興味ある人はぴしっとやるけ

れども、かわってしまえば、いなくなる。だ

から、教育委員会が主体的にかかわるべきで

すよと言ったわけです。

今、指導すると言ったのです。ですから、

今後、教育委員会が、今までいろいろな学校

でやってきたのでしょうけれども、そういっ

たことにどのようにかかわってきて、今後、

指導すると言いましたけれども、どのように

かかわっていくのか、そのかかわり方、教育

委員会が主体的にかかわっていくと言いまし

たので、どのようにかかわっていくのか、お

答えをいただきたいと思います。

以上、３点です。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 野坂議員の

再質問、まず一つは、市から町内会への補助

等々ですけれども、どう使われているかとい

うことに、まずお答えしたいと思います。

これは、当然町内会の活動に使われており

まして、各町内会によっては、それは若干の

差異があるかと思います。

加えまして、詳細につきましては、私ども

は細かいところまでは当然承知していません

で、大まかなことでお話し申し上げますと、

例えば地域防災組織の演習のときの、例えば

賄いとか燃料費とか、あと、町内会のレクリ

エーションをやった場合の賞品とか、そう

いったものにも使われていると思われますと

いうか、そういった町内会もございます。

次に、町内会加入促進のために、ツールと

して利用するために、全世帯に広報紙を配付

する予定があるかということでございます

が、現段階の状況から、まず御説明申し上げ

ますが、御存じのとおり、各町内宛てに配付

をお願いいたしまして、約１万４,０００部

配付させていただいているほかに、会員の方

でなくても、準会員という方もいる町内会も

ございます。そちらのほうについても配付に

なってございます。

加えまして、各金融機関とか官公署、そう

いったところに広報紙を置いて、自由に持っ

ていっていただいている。

あと、転入される方に、三沢市の資料とし

ての一部、いろいろなものの冊子をお配りし

ておりますが、その中にも一緒に入れて、町

内会に入ってくださいというお願いの広告と

ともに、お渡ししているということがござい

ます。

先ほど御質問の中にありました、１世帯当

たり三千幾ばくかというようなお話がござい

ましたが、ちょっと答弁が前後して恐縮でご

ざいますが、町内会に市のほうから入ってい

るお金というものは、広報紙だけに使ってい

るわけではございませんので、先ほど申し上

げましたいろいろな町内会活動、そういった

ものにも使われてございます。

それで、先ほど議員おっしゃった、全部、

毎戸配付した場合という金額、概算で言いま

すと、現在から配付料としてふえるであろう

と想定される金額は、単純見積もりですの

で、これは非常につかみで恐縮ですが、２１

０万円程度になろうかと思います。これは青

森市の実績から、案分でざっと概算計算しま

すと、そういう金額になります。その金額を

町内会１０８ございますけれども、単純に

割ってしまいますと、１町内会当たり２万円

ぐらいということになりますけれども。

そういったことで、例えば一つの例とし

て、この２万円を１町内会に増額するので、

未加入の方にも全て町内会のほうで配付して

いただけませんかという手法もあろうかと思

いますが、受けていただけるかどうかは

ちょっと、なかなか難しいところもございま

す。

あと、未加入の理由といたしまして、手前
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どもちょっと調べた中で、いろいろな理由は

ございますが、一番大きいと思われるものと

しては、最近の人間関係といいますか、隣近

所とのかかわりというものが希薄になりまし

て、そういった隣近所とのつき合いが煩わし

いとか、それから、班長など、そういった役

をやるのがちょっと無理ですよとか、そう

いった地域とのかかわりに、何というので

しょうか、余り入り込みたくないという、心

の問題の部分が非常に大きいかと思います。

そういったこともございますので、町内会

の加入促進というものにつきましては、冒頭

申し上げましたように、実情を一番よくわ

かっていらっしゃる各町内会の皆様並びに一

般の市民の方々の懇談会等々で、各実情を把

握しつつ、いろいろな障害となるものを解決

して、加入率を向上するように努めてまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 野坂議員再質問

の、教育委員会としてどのようにかかわって

いくのかについてお答えします。

このことにつきましては、野坂議員御提言

の趣旨を踏まえ、特に学習指導要領にある、

学校の歴史や伝統に接する機会をふやすとい

う、この観点に十分に準拠した上で、適切に

保存・展示する学校支援、指導を推進してま

いりたいと考えています。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、９番野坂議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１３番小比類巻正規議員の登壇を願いま

す。

○１３番（小比類巻正規君） 拓心会の小比

類巻正規でございます。通告に基づきまし

て、農業問題及び中心市街地活性化問題につ

いて質問させていただきます。よろしくお願

いを申し上げます。

まず、農業問題であります。

米は、日本人の主食であり、米を国民に安

定的に供給することは非常に重要なことであ

り、第二次世界大戦を経験した我が国では、

深刻な食糧不足を解消するため、米の生産量

をふやす必要がありました。そのため、昭和

１７年に食糧管理法が制定され、食糧管理を

統制する食糧管理制度がスタートしたところ

であります。

この制度をわかりやすく申し上げますと、

政府が生産者である農業者から、できるだけ

高い価格、いわゆる生産者米価で買い入れ、

消費者に対しては、できるだけ安い価格、つ

まり消費者米価で販売するという仕組みに

なっておりました。

したがって、きちっとした米をつくれば、

政府が全ての米を安定的に買い取ってくれる

という制度であり、この食糧管理制度のおか

げで、農業者は安心して米をつくることがで

きるようになったのであります。

しかし、昭和３５年ごろになると、一転し

て国内における余剰米問題が深刻化してまい

りました。高度経済成長に伴い、日本人の食

生活も欧風化し、米の消費量が減少したのが

大きな理由であるとのことであります。

そのため、農業者から買い上げた米は売れ

残り、米は大量の在庫を抱えることとなり、

その負担はどんどん大きくなり、この状況を

改善するため、政府は、昭和４５年、新規の

開田禁止、政府米買い入れ限度の設定と自主

流通米制度の導入、米の生産調整などを柱と

した、いわゆる減反を開始したのでありま

す。

この減反でありますが、内容的には、農業

者の自主的な取り組みという立場をとってお

りますが、転作奨励金という補助金を設け、

麦、大豆、牧草及び園芸作物等々への転作を

推進する一方で、圃場整備等の土地改良事業

に対する国の補助金については、当該区域の

生産調整の達成状況を重要視するなど、実質

的には義務化された政策であったと言えま

す。

しかしながら、減反制度については、導入

以降、毎年のように変更が加えられ、政府の
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農業政策は、猫の目農政ともやゆされまし

た。農業者の混乱、反発を招いたのはもちろ

んでありますが、時代の趨勢もあり、平成７

年には食糧管理法が廃止され、この食糧管理

制度も終えんを告げたのであります。

しかし、近時、生産調整の廃止と経営所得

安定対策の見直しと称して、このような猫の

目農政がまた復活しようとしております。

したがいまして、猫の目農政で急場しのぎ

をするよりも、まずは米の消費量が増加する

ための方策をとることが第一義ではないかと

考えるところであります。

申し上げるまでもなく、米は日本人の主食

であります。自給体制の確保こそ肝要である

と考え、それと同時に、消費拡大に対する方

策が重要な課題であろうかとも思っておりま

す。

このようなことを踏まえ、政府において

は、新制度を施行する前に、米の自給と消費

拡大に全力で取り組むべきであると考えま

す。

こういったことを踏まえ、まず、農業問題

の１点目、農地中間管理機構についてお伺い

をいたします。

農地中間管理機構制度が平成２６年度から

実施されることとなりました。報道等により

ますと、農地集積と集約化により、農業構造

の改革と生産コストの削減を強力に推進する

ため、農地の中間受け皿として、都道府県に

農地中間管理機構を設置し、さらなる農地の

有効活用を図るというものであります。

小規模農地や減反農地、または荒廃してい

る農地をこの機構で借り受け、そして、その

農地を大規模農家、農業法人、集落営農等々

に貸し付けるということ以外、具体的なこと

は承知しておりませんが、農業者の方々から

は、不安の声が多数寄せられております。

こういったことから、農地中間管理機構制

度について、市としてどのように農業者に周

知するのか、また、当市の農業者に、この制

度で言うところの大規模農家、あるいは集落

営農が存在するのかをお伺いするものであり

ます。

次に、農業問題の２点目、米の減反政策に

ついてお伺いをいたします。

農林水産省は、米の生産調整、いわゆる減

反に参加した農業者の所得を補償するため、

現在、定額の補助金を農業者に充てておりま

すが、この補助金を平成２６年から段階的に

減額し、５年後の平成３０年には制度自体を

廃止するとのことであります。

私が思うに、このことは環太平洋連携協

定、いわゆるＴＰＰにも大きく関連している

のではないかと考えるところであります。こ

れまでの減反は、農業者の自由な米づくりを

阻害していたため、これを廃止し、農業の中

核である米農業者の競争力を高める、これが

一つの狙いでありますが、他方で、ＴＰＰに

おける米の関税撤廃の布石ではないかと疑念

を覚えるところでもあります。

国は、米の関税は死守するはずではなかっ

たでしょうか。まことに危惧するところであ

り、農業者の方々は、不安と将来の希望を失

いかけております。

そこで、この減反について廃止された場

合、当市の農業者に有益な効果があるのか、

また、米の関税が撤廃された場合、当市の農

業者にどのような影響を及ぼすのかをお伺い

するものであります。

次に、中心市街地活性化問題であります。

当市の中心市街地につきましては、大変悲

しい事実でありますが、扉が閉ざされた商店

も多く見受けられ、誰が名づけたかは定かで

はありませんが、シャッター通りとも呼ばれ

ております。

こういった中心市街地の活性化、消費者誘

致の起爆剤として、平成１４年度から中央町

地区都市再生土地区画整理事業が進められ、

平成２２年１０月には換地処分も済み、待望

の中心市街地活性化に向け、多くの市民が期

待を膨らませていたものであります。

しかも、８２億円という巨額の市費を投じ

た一大プロジェクトであったことから、成功

して当然と言われていたことも、これまた事
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実ではないかと思います。

しかしながら、当初、このプロジェクトの

核として据えたＭＧプラザが紆余曲折の末、

スカイプラザとなり、運営についても、当初

は民間の活力を集結するはずだったはずが、

いつしか、市も出資をする第三セクターと

なったところであります。

市では、このスカイプラザに対し、出資金

及び貸付金を合わせ９,５００万円もの市費

を投じているところでありますが、当然、債

務超過に陥り、出資及び貸し付けした市費が

無駄とならないよう、監視を怠ってはならな

いと強く思うのであります。

このように、決して順調な船出とは言えな

いスカイプラザでありますが、最近の情報で

は、経済状況が上向きであるとの話をよく耳

にいたします。

そこで、お伺いいたします。スカイプラザ

の経営状況について、可能な限り詳しくお答

えをいただきたいと思います。

また、今後の経営方針について、市として

把握しているものがありましたら、お答えを

いただきたいと思います。

以上、農業問題と中心市街地活性化問題の

２点に関し、一般質問をさせていただきまし

たが、当局におかれましては、明快な答弁を

よろしくお願い申し上げます。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの１３番小

比類巻正規議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの小比類巻

議員御質問の農業問題に関する第１点目、農

地中間管理機構制度については私から、その

他につきましては経済部長からお答えをさせ

ますので、御了承願いたいと存じます。

現在、我が国の農業における担い手の農地

利用は、全農地の約５割を占めております

が、農業従事者の高齢化、あるいは耕作放棄

地の拡大などの課題解決に向けて、政府は昨

年１２月に、農林水産業地域活力創造プラン

を取りまとめたところであります。

当プランは、農業・農村全体の所得を今後

１０年間で倍増させるなどを基本として、そ

れらの具体策の一つとして、農地中間管理機

構の創設を掲げたところであります。

同機構につきましては、各都道府県に一つ

設置されるもので、その概要といたしまして

は、農地を借り受け、必要な場合には大区画

化などの条件整備も行った上で、担い手に対

して、その規模拡大や利用する農地の集約化

に配慮して貸し付けることによりまして、地

域の農地利用の最適化を図るというものであ

ります。

そして、機構への農地の貸し出し手に対す

る支援策の概要といたしまして、地域内の農

地を一定割合以上に機構へ貸し付けられた際

には、機構からその地域に対して、地域集積

協力金が交付されるものであります。

同様に、個々の農業者が経営転換、あるい

はこれを利用する際に、所有する全農地を機

構に貸し付け、かつ受け手に貸し付けられる

ことなどの要件を満たした場合には、当該貸

し手に対し、経営転換協力金が交付されるな

どの支援が用意されているところでありま

す。

こうした農地中間管理機構制度の周知につ

きましては、昨年の１２月１９日からことし

の２月７日までの間に４回ほど開催した、農

地所有者の座談会の場において、同制度の概

要について情報提供をしたところでありま

す。

今後におきましても、農地を保有している

全ての皆様に御理解いただけるような各種説

明会をはじめ、広報みさわ、マックテレビな

どのさまざまな媒体を利用し、周知に努めて

まいりたいと思っております。

また、同機構からの農地の借り受け対象者

の御質問につきましては、現在のところ具体

的な募集方法や、あるいは貸し付け先の設定

ルールがまだ示されておりませんが、借り受

け希望者の募集に際しては公募が基本となっ

ておりますことから、経営規模の大小にかか

わらず、応募ができるものと想定をいたして
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おります。

いずれにいたしましても、農地中間管理機

構制度の運用に際しては、農業委員会及びお

いらせ農業協同組合、各土地改良区といった

関係団体と一体となりまして、その周知なり

運用に努めてまいりたい、このように思って

おります。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 農業問題の第２

点目についてお答えいたします。

政府では、昨年１２月に、農業を取り巻く

諸問題の解決に向けて、農地中間管理機構及

び日本型直接支払制度の創設と、経営所得安

定対策の見直し、水田フル活用と米政策の見

直しといった四つの改革を公表したところで

あります。

そのうち、経営所得安定対策における米の

直接支払交付金の見直しにつきましては、米

の作付に係る交付金が、平成２５年度の１０

アール当たり１万５,０００円から、平成２

６年度には半額の７,５００円とし、平成３

０年度産からは、同制度を廃止するとのこと

であります。

また、米政策の見直しでは、需要に応じた

生産を推進するため、情報提供などの環境整

備を進め、平成３０年産からをめどに、現在

の行政による生産数量目標の配分に頼らずと

も、国が策定する需給見通し等を踏まえつ

つ、需要に応じた生産が行える状況になるよ

う関係者が一体となって取り組むものとして

おります。

御質問の米政策の見直しに係る生産者への

影響につきましては、先ほどの経営所得安定

対策における米の作付に係る交付金の削減及

び廃止から、農業経営における水稲の所得の

割合が大きい方ほど所得減少幅が大きくなる

ものと想定しております。

次に、米の関税撤廃が実施された場合の影

響につきましては、今後の経済、社会情勢の

変化などが不透明な現況にあって、仮の想定

をすることは困難ではございますが、安価な

米の輸入よる米価の下落といった直接的な影

響は、当市においても避けられないものと予

想されます。

いずれにいたしましても、当市の基幹産業

であります農業を持続可能なものにするため

には、農地の集約化をはじめとする農業経営

の規模拡大、あるいは法人化への誘導、また

は生産基盤の整備などの農業施策の推進に努

めてまいりたいと考えております。

次に、中心市街地活性化問題についてお答

えいたします。

スカイプラザミサワの経営状況は、平成２

３年度決算における売上高が、直営小売店

１,３５７万円、テナント店家賃収入１,６０

９万円、イベント収入８９万円、合計３,０

５５万円となっております。また、平成２４

年度は、直営小売店６,０６７万円、テナン

ト店家賃収入１,９７６万円、イベント収入

２３９万円で、前年度比１７１％増の合計

８,２８２万円となっております。

今年度は、本年１月末までの１０カ月の数

値ではございますが、直営小売店１億１,１

６９万円、テナント店家賃収入１,６０９万

円、イベント収入９９万円、合計１億２,８

７７万円となっており、売上高は順調な伸び

を示しております。

来店者数に関しましては、平成２３年度は

３４万８,０００人であったのに対し、平成

２４年度は、前年度比２６％増の４３万７,

０００人となっており、今年度につきまして

も、月平均で約２０％の増加で推移している

ことから、年度終了時点では５０万人を超え

る来店者数となる見込みでございます。

今後のスカイプラザミサワの経営方針とい

たしましては、これまで未整備であった２階

西側部分の内装工事を行い、新規テナント誘

致を積極的に進めていくほか、基本方針であ

るアメリカ、米軍基地、インターナショナル

にこだわった商品構成の見直しや商品開発を

はじめ、商圏エリアの拡大を目指すＰＲ活動

など、これまで以上に売り上げ向上につなが

る経営努力を進めていくこととしておりま
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す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 小比類巻正規議員。

○１３番（小比類巻正規君） まず最初に、

農業問題の農地中間管理機構について再質問

させていただきます。

政府は、成長戦略の柱の一つとして、農業

を追い続けておられます。かねがね、市とし

ても、市長をはじめ、農業に対しては非常に

関心をお持ちになっておられる。そういった

関係から、三沢市も大規模化が進み、大変有

望な構造になってきているのかなと、そうい

う思いをしております。

そういう中で、大規模化を目指した農地中

間管理機構なわけですけれども、これによっ

て所得の倍増なり、あるいは経費の節減、あ

るいは雇用の促進という、大変メリットはあ

るわけですけれども、そういう中で、今後、

中間管理機構の機能をいつごろまで、三沢市

としては充実させるような方向で考えておら

れるのか。

そして、市では、この制度をどのように活

用して、地域の発展に結びつけていくのか。

１点目。

そして、減反ですけれども、先ほど経済部

長が言われたように、減反、生産調整、これ

が平成１７年には廃止になり、そして、戸別

所得補償も半額になっていくと。いずれはこ

れも廃止ということで、小中規模の農家の

方々にしてみれば、やはり今後、農業を続け

ているのか、そういう懸念もしておられるわ

けです。

方向性としては、大規模を目指しているわ

けですけれども、やはり産地あるいはブラン

ド米というふうなことを考えると、やはり小

中規模の農家の方々が生産力を高めてきたと

いう経緯もあるわけです。そういうことを考

えると、やはり小中農家の経営安定のために

も、市としては考えていかざるを得ないのか

な、考えていくべきではないのかなと、そう

いうふうに考えていますが、市としてはどの

ようなお考えをお持ちなのか、伺いたいと思

います。

そして、中心市街地活性化ですけれども、

先ほど部長から聞くには、かなり成績がよく

なっておられるということで、私らも出資金

なり貸し付けをやった効果が幾らかは出てき

ているのかなと、そういう思いでおります。

今後においても、手を抜かないで、きちっ

とやってもらいたいわけであります。効果を

もたらすような施設でなければならないと思

いますので、今後、市として求めていく三沢

市のスカイプラザミサワ株式会社には、今

後、市としてどのようにかかわっていかれる

のか、これについてもお伺いをいたしたいと

思います。

よろしく御答弁のほどをお願いいたしま

す。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 再質問にお答え

いたします。

まず最初に、農地中間管理機構をいつごろ

まで、どのように活用していくのかという御

質問につきましては、今の得ている情報です

と、特に貸し手、借り手に対する優遇措置

が、２６年度と２７年度の２カ年が有利で、

２８年度からは減額の方向だという情報を得

ております。

市長の答弁にもあったように、そのような

ことですので、早く、まず、この周知の徹底

を図って、農地の貸し手、それから借り手の

方に、できれば有利な金額のうちに、なるべ

くこの機構を利用していただくような施策を

とってまいりたいと思います。

また、どのように活用していくのかという

ことですが、次のほうにもかかわっていきま

すが、大規模化だけでなくて、小規模の方で

も農地の集約化に配慮して、なるたけ経費節

減に努めるような機構の利用の仕方を進めて

まいりたいと考えております。

続きまして、米の生産調整に関する、特に

小規模農家への方針ということですけれど

も、先ほどの農地中間管理機構とも重なって

しまいますけれども、小さな方でも農地の集
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約化で経費節減に努めるということと、主食

用米の作付などをしている方とかとも重ね合

わせまして、今後、飼料用米の作付とか、野

菜との複合経営の支援を進めてまいりたいと

思っています。

また、市では、現在、地場産品のブランド

化とか６次産業化を緊急な重要課題として取

り組んでおります。このような取り組みの広

がりをもって、魅力ある地域農業の発展、将

来性のある農業ということに進めていきたい

と考えております。

最後に、スカイプラザミサワの市のかかわ

り方でございますが、先ほど御答弁申し上げ

ましたように、集客力とかもふえています。

特に、市外、県外からのお客様もふえており

ます。このようなことから、市としては、ス

カイプラザミサワだけではなく、中心市街地

全体にその波及効果が及ぶように、各商店会

が三沢ならではの魅力アップの努力をするよ

うな仕組みを仕掛けてまいりたい。

いずれにしても、スカイプラザミサワまた

は商店街の方々が、みずからにぎわいの創造

とか集客アップなどの取り組みをして、みず

からの経営努力で、所得向上につながるよう

な支援をしていきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、１３番小比

類巻正規議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

それでは、一般質問に入ります。

まず、第１の質問、基地問題の１点目、岩

国基地所属のＦＡ－１８戦闘機による三沢対

地射爆撃場への訓練移転における当市の対応

について伺います。

昨年１２月１６日に、市議会基地対策特別

委員会において、防衛省から米軍再編にかか

わる訓練移転の拡充について説明がありまし

た。これまでも行われてきた岩国からの戦闘

機訓練に加えて、さらに岩国から嘉手納飛行

場へ飛来して、鳥島等で実施されていた空対

地射爆撃訓練の一部を三沢対地射爆撃場へ移

転するものとあります。

年間最大で約３０日間、航空自衛隊三沢基

地のＦ－２戦闘機、空自千歳基地のＦ－１５

戦闘機、岩国基地所属のＦ－１８戦闘機との

共同訓練を予定しています。その訓練が行わ

れれば、ＦＡ－１８戦闘機が９機程度、三沢

基地に移転され、１５０人程度の米兵等が三

沢市内のホテルに宿泊することになります。

そこで、当市としては、この訓練移転の拡

充により、三沢市民にとってどのような負担

が押しつけられるのか、そのリスクをしっか

りと精査しなければなりません。

現状での日常的に繰り返されるＦ－１６の

訓練、自衛隊機の訓練による騒音被害などに

苦しめられている実態があります。

さらに、訓練が多くなればなるほど、騒音

被害や墜落事故の確率も高くなります。海軍

や海兵隊の米兵が三沢市内に滞在となれば、

米兵による事件・事故に巻き込まれるケース

も出てきます。

今月１２日の新聞の記事によりますと、ア

メリカのＡＰ通信社による調査により、在日

米軍が引き起こした性犯罪について、処罰を

受けた米兵のうち３分の２は留置されず、罰

金や降格、除隊、文書による注意といった甘

い処分で済まされていたことが判明いたしま

した。日本人女性が被害に遭っていることも

明らかになっています。このような甘い処分

では、犯罪の抑止にもならず、被害者は泣き

寝入りするしかない状況に追い込まれます。

米兵等による性犯罪、事件や事故、騒音被

害など、現状を超えた基地被害の負担を想定

したならば、訓練拡充移転は到底受け入れら

れるものではないはずです。

種市市長が受け入れを表明しましたが、そ

の根拠とした関係団体等による説明による回

答では、積極的に受け入れるべきとの意見は

ありませんでした。

ＪＡおいらせ、三沢市観光協会、商工会、

漁協、三沢基地周辺町内連合会、三沢市連合
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町内会の関係団第の意見では、沖縄の基地負

担軽減ということであればやむを得ないとい

う意見が多く、騒音や墜落、米兵の犯罪など

に対しては、不安の声が上がっています。

最近では、沖縄の負担軽減を口実に、全国

的に米軍基地の強化が進められています。し

かし、三沢市が受け入れることで、本当に沖

縄の基地負担軽減につながるのかという疑問

があります。

沖縄の嘉手納では、基地負担軽減といっ

て、グアムに一部を移転しましたが、しか

し、かわって頻繁に外来機が飛来し、訓練が

繰り返し行われ、騒音被害が軽減されること

はなかったと言います。

そして、名護市では、普天間基地の全面返

還を理由に、辺野古新基地建設が強行されよ

うとしています。

その中で、防衛省が明らかにした計画の中

には、これまでの普天間基地にはない軍港が

建設され、弾薬庫も滑走路上に設置されま

す。さらに、オスプレイ２４機が配備される

計画で、森本前防衛大臣は、有事の際には１

００機程度のオスプレイを収容できる面積が

なければならないと著書に書いております。

普天間基地を大きく上回る最新鋭の海兵隊

基地が、地元の反対の民意を無視して建設さ

れようとしているのです。これがどうして沖

縄の負担軽減と言えるのでしょうか。

また、岩国では、普天間から空中空輸機Ｋ

Ｃ－１３０を１５機移すことになっていま

す。さらに、厚木基地から５９機の米軍艦載

機等が移駐することになれば、現在の２.５

倍の大増強により、岩国では総機数１２０機

にもなるわけです。そして、結局、岩国から

も沖縄に飛んでいくとなれば、沖縄の負担軽

減にはならないことになります。

表向きは、沖縄の負担軽減のために訓練の

移転や米軍機の移駐を行うとしていますが、

沖縄では、訓練は減ることもなく、実のとこ

ろ負担軽減には至っていないという実態があ

ります。

よって、三沢への訓練移転を、沖縄の基地

負担軽減のためにというのは詭弁です。それ

を理由に、三沢に現状を超える負担を押しつ

けることには道理がありません。

そこで、伺います。今回の訓練拡充に対

し、関係団体にはどのように説明を行ったの

か。

また、沖縄の基地負担軽減を口実に、三沢

市に基地負担を押しつけることは容認できな

いとすることから、現状を超える基地機能強

化は容認できないとする、これまでの市の立

場を堅持すべきと思いますが、当市の見解を

伺います。

次に、基地問題の２点目、無人偵察機グ

ローバルホークの三沢基地配備について伺い

ます。

先般１月２２日、東北防衛局により、米空

軍の無人偵察機グローバルホーク２機が、こ

とし５月から１０月まで、三沢基地に一時配

備されることが示されました。

グローバルホークとは、米空軍保有の高高

度滞空型無人偵察機で、画像等の情報収集を

任務とする。高度約１万５,０００メートル

以上で航行し、無線通信及び衛星通信により

地上から遠隔操縦されます。

東北防衛局の説明によると、５月から１０

月まで、グアムのアンダーセン基地が、台風

などにより制約を受けるためとのことで、昨

年の日米外交軍事担当閣僚会合、ツー・プラ

ス・ツーにより合意しています。

三沢基地へは、遠隔の操縦士や整備要員ら

４０人が赴任することになります。離着陸時

のみ三沢基地内で操縦され、一定高度に達し

た後は、米カリフォルニア州ビール空軍基地

からの遠隔操縦に切りかわるとのことです。

日本では初となります。

このようなグローバルホーク運用により、

三沢にはどのような影響が出るのか。三沢防

衛事務所は、このタイプでは過去に重大な事

故はないとし、Ｆ－１６と比較し騒音が小さ

いと説明されましたが、グアムと三沢では環

境が違いますし、すぐ近くには核燃料サイク

ル施設があります。これまで事故がないから
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といって、これからも絶対に事故が起こらな

いという保証はありません。

また、三沢基地は、民間と滑走路を共同運

用しています。影響がないわけがありませ

ん。まして、アメリカ・カリフォルニア州

ビール空軍基地からの遠隔操縦ということで

すから、ふぐあいがあった場合や、墜落事故

への具体的な対策がなく、また、不明瞭な点

が多く、到底受け入れられるものではありま

せん。新聞報道でも、事故が心配との市民の

声が紹介されていました。

また、何より、緊張関係にある中国、北朝

鮮などとの不測の事態に三沢が巻き込まれる

ことがあってはならないのです。県とともに

受け入れを拒否すべきと思いますが、当市の

見解を伺います。

次に、第２の質問、公契約条例について伺

います。

近年の景気低迷や長引くデフレの要因され

ているのが、働く人たちの可処分所得の減少

によるものと言われています。

最近では、国内の経済の好循環を築くため

に、国民の所得を上げなければならないと安

倍総理まで声高に言うようになっています。

しかし、総務省が発表した２０１３年平均

の労働力調査詳細集計によると、正規労働者

が前年に比べ、調査開始以来最多となる４６

万人が減少し――正規労働者が４６万人減少

しています――３,２９４万人となり、一方

で、非正規の職員等も、調査開始以来最多の

９３万人が増加し、１,９０６万人となり、

非正規労働者の増加傾向に歯どめがかから

ず、労働者の働く環境や賃金の引き上げの見

通しは立っていません。

こうした中にあって、自治体が公共工事や

業務委託を受注する元請企業に対し、従事す

る労働者の賃金の最低基準額等を義務づけ、

当たり前に生活できる賃金確保はもちろんの

こと、公共サービスの質の確保、地域経済の

活性化につながる公契約条例が重要な役割を

担っています。

そこで、私は、三沢市でもぜひ取り組むべ

きと思い、全国ではじめて公契約条例を制定

させた千葉県野田市を行政視察させていただ

きました。

担当課の方から説明を受けましたが、ま

ず、条例制定に当たっては、野田市長と副市

長とのトップダウンで取り組まれたとのこと

です。そのきっかけは、市長が市内で建設業

を営む友人から、一般競争入札で、低入札価

格競争の中での苦しい実情を聞き、このまま

では、公共工事の品質の低下、労働者の賃金

低下を招き、地域経済に悪影響を及ぼすとの

判断から踏み切ったとのことです。

平成２０年から取りかかり、平成２１年９

月に全会一致で条例制定にこぎ着けたという

ことです。

条例の適用業種は、３業種から始めたそう

ですが、さらに改正を重ね、平成２４年度か

らは指定管理業者も加え８業種に拡大。賃金

台帳等の提出や立入検査なども行い、下請や

労働者に決められた賃金がきちんと支払われ

ているかのチェックも、厳しく行っていると

いうことでした。違反した業者には罰則規定

が適用されるとのことです。

この公契約条例は、最低賃金法との兼ね合

いから、事業者に対し、最低賃金額を上回る

賃金の支払い義務を条例で制定できるのかが

論点となったそうですが、当時の麻生総理か

らの答弁書において、問題となるものではな

いとの回答が得られ、また、条例制定に当

たっては、弁護士の指導を仰いで行っている

ということでした。

公契約条例とは、決して元請業者のみに負

担がかかるものではなく、入札の際に、適正

な労務単価を組み込むシステムづくりを自治

体が行うことにより、請け負う事業所の経営

が成り立つような適正な事業費を行政が支払

うというシステムになっています。

昨今の行革による、何でも削減ありきでは

なく、行政サービスの品質の確保と地域の経

済活性化につなげるためにも、三沢市の地域

経済の好循環を築くためにも、公契約条例が

必要であると思います。
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三沢市としても、地域経済活性化につなげ

るものとして実施すべきと思いますが、当市

の見解を伺います。

次に、第３の質問、防災計画における雪害

対策について伺います。

近年の地球温暖化による異常気象が招く災

害が、想定外の深刻な影響を及ぼしていま

す。先ごろの大雪による災害では、通常、雪

が降らない地域で豪雪被害をもたらしていま

す。関東甲信地方では、大雪により孤立した

地域が出るなど、想像を絶する被害が出てい

ます。

青森県でも、１４日から１６日の大雪によ

る被害状況が報告されました。被害総額が９

億２,１８２万円にも上っています。その内

訳は、ビニールハウスの全壊が１９２棟、畜

産では、牛舎の全壊３棟、飼料用倉庫の全壊

７棟、肉用牛が９頭死ぬなどとありました。

三沢市でも、車庫の屋根が落ちて、車が押

しつぶされた方もいると伺いました。そこ

で、今回の大雪による三沢市での被害状況は

どのようになっているか。

また、今後、想定外の大雪が三沢市でも絶

対にないとは言い切れないと思います。車両

立ち往生や交通障害への対応、積雪の重さに

よる倒壊に至るような、危険な空き家への対

策、ひとり暮らしの高齢者への安否確認など

の対処が必要になります。

これまでの他の地域での過去の雪害の教訓

を生かした雪害予防策が必要であることか

ら、当市の地域防災計画における雪害対策は

どのようになっているのか、また、大雪災害

の基準はどのようになっているのかを伺いた

いと思います。

以上をもちまして、私の檀上からの一般質

問を終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの４番奥本

菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

御質問の基地問題についての第１点目、ＦＡ

－１８の訓練移転については私から、その他

につきましては副市長及び総務部長からお答

えをさせますので、御了承願いたいと存じま

す。

まず、岩国基地所属の米軍ＦＡ－１８戦闘

攻撃機による三沢対地射爆撃場への訓練移転

に関しては、関係団体に対してどのような説

明を行ったのかというお尋ねでありますが、

市では、防衛省からの御説明に基づき、各団

体へ説明を行い、御意見を伺ったところであ

ります。

説明内容を具体的に申し上げますと、これ

までも沖縄負担軽減を目的とする米軍再編に

よる訓練移転が行われてきており、米軍基地

の嘉手納、三沢及び岩国飛行場から、自衛隊

基地の千歳、三沢、百里、小松、築城、新田

原の６基地への訓練移転が従来から行われて

きている状況を説明した後、このたびの三沢

対地射爆撃場を使用した、いわゆる空対地射

爆撃訓練の追加について説明を行っておりま

す。

追加訓練の内容につきましては、これまで

岩国基地所属のＦＡ－１８戦闘攻撃機が嘉手

納基地に短期間移動し、沖縄県の鳥島におい

て射爆撃訓練を実施している訓練の一部を三

沢対地射爆撃場に移転すること。また、この

射爆撃訓練は、年間最大で約３０日であり、

鳥島での射爆撃訓練は、実弾を使用している

とのことでありますが、三沢対地射爆撃場で

は、現行の使用条件を遵守し、模擬弾を使用

した訓練を行う旨の説明を行い、皆様から忌

憚のない御意見をお伺いした次第でありま

す。

次に、訓練移転の受け入れについてであり

ますが、今般の訓練移転の拡充は、本来であ

れば嘉手納飛行場へ飛来し、鳥島で実施され

ていた空対地射爆撃訓練の一部を三沢対地射

爆撃場へ移転するものでありまして、嘉手納

における騒音軽減につながることから、沖縄

の負担軽減につながるものと理解をしており

ます。

その上で、三沢基地周辺町内連合会をはじ
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め、三沢市連合町内会や市経済団体でありま

す商工会、観光協会、ＪＡおいらせや漁業協

同組合に対し、先ほど申し上げました訓練内

容を説明し、意見を伺ったところ、各団体か

らは、皆一様に沖縄の負担軽減に一定の理解

を示す一方、騒音対策や米軍人の事件や事故

防止について、国の責任でしっかりと対処さ

れたいといった趣旨の意見が出されたところ

であります。

また、市議会基地対策特別委員会において

は、訓練移転はやむを得ないというのが大方

の委員の意見でありましたが、沖縄の負担軽

減がなされる反面、その危険あるいは負担を

我が三沢地域住民が担わなければならないた

め、委員会がこれまでに取り組んでいる民生

安定対策について強く求め、同時進行してい

ただきたいとの意見集約がなされたところで

あります。

市といたしましては、市民の代表でありま

す市議会の判断を重く受けとめるとともに、

市内各種団体からの意見を集約して、庁議で

その内容を総合的に検討し、熟慮に熟慮を重

ねた結果、訓練移転の拡充については、やむ

なしとの判断に達した次第であります。

しかしながら、三沢市民に与えるさまざま

な影響や、現に受けているさまざまな問題を

積極的に解消する上で、これまで市と市議会

により長年にわたり要望しております、騒音

対策をはじめとする各種の民生安定対策の実

現が急務であり、これら対する万全な措置な

くして、三沢市民の感情並びに生命・財産を

守ることは難しい状況下にあることを国に理

解していただきたいと思っております。

基地機能強化に関する御指摘につきまして

は、基地運用上の一時展開でありますので、

強化には当たらないと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 基地問題の第２

点目、無人偵察機グローバルホークについて

お答え申し上げます。

市では、去る１月２２日、防衛省から、米

空軍保有の攻撃力のない高高度滞空型無人偵

察機グローバルホークが、今後、毎年５月ご

ろから１０月ごろまでの間、三沢飛行場に一

時展開するとの連絡を受けたところでござい

ます。

その概要といたしましては、昨年１０月の

ツー・プラス・ツー合意に基づき、現在、グ

アムを拠点に運用されている当該機のうち、

２機について、運用効率を向上を図るため、

夏季限定で三沢飛行場へ展開し、これに伴

い、パイロットや整備士等約４０名の部隊が

一時的に三沢基地に展開するというものでご

ざいます。

運用方法といたしましては、通常、週２回

程度の飛行を予定し、離発着時は、三沢飛行

場に所在するパイロットが地上で操縦し、一

定高度に達した段階で、米本土のパイロット

が地上より操縦するというものであります。

日米安全保障体制に基づく各種情報収集任

務等に当たるとともに、場合によっては、災

害救援任務等にも当たるというものでありま

す。

御質問の安全面についてでありますが、防

衛省からの説明では、三沢飛行場に展開予定

のグローバルホーク・ブロック３０型につい

ては、これまで重大な事故を起こしておら

ず、遠隔操作のふぐあいの備えとしても、十

二分な対応策を確保しているとのことでござ

います。

また、民間航空機への影響については、事

前に飛行計画を提出し、民間航空機に影響が

出ないよう調整するとともに、他の航空機と

同様、管制の指示、飛行計画の承認に服すと

いうことで、民間航空機への影響を最小限に

するとのことであります。

次に、市の見解に関してでありますが、防

衛省からの連絡を受け、当該運用の概要につ

いて市議会基地対策特別委員会に御説明申し

上げるとともに、三沢基地周辺町内連合会や

三沢市連合町内会、さらには、経済団体であ

る商工会、観光協会、ＪＡおいらせ及び漁業

協同組合等にも説明し、御意見を拝聴したと
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ころであります。

また、昨日開催されました市議会基地対策

特別委員会においても、市内関係団体からの

意見聴取結果を報告しつつ、委員会としての

御意見をお伺いしたところであります。

市といたしましては、市民の代表である市

議会の御意見を重く受けとめるとともに、市

内関係団体から頂戴した御意見等も踏まえ、

今後、一定の手順を踏んだ後、しかるべき時

期を捉え、当該運用に関する市の考え方を表

明する予定でございます。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 御質問の公契

約条例についてお答えいたします。

公共工事や業務委託、指定管理について、

働く人の賃金と労働環境を守るため、また、

地域経済活性化のためにも、公契約条例の制

定が必要ではないかとの御質問であります

が、地方においてはいまだ景気の低迷が続く

中、地域経済を立て直すためには、市が発注

する工事や業務等の役割は重要であると考え

ております。

また、その工事や業務等に従事する方々の

適正な賃金が確保されなければならないとい

うことに関しましては、十分に認識している

ところであります。

現在、労働者の賃金や労働条件について

は、労働基準法や最低賃金法などに基づき、

労使間で労働条件が決定され、適正に運用さ

れているものと考えておりますことから、当

市といたしましては、関係法令遵守の指導等

により対応してまいりたいと考えておりま

す。

御質問の公契約条例の制定につきまして

は、国における明確な方針が示されておら

ず、また、条例の実効性の確保など、さまざ

まな問題を抱えておりますことから、公契約

法の制定など、国が法的措置を講ずるべきも

のと認識しておりますので、今後におきまし

ても、国の動向を注視してまいりたいと考え

ております。

次に、防災計画の雪害についての御質問の

第１点目、地域防災計画における大雪対策に

ついてお答えいたします。

当市においては、１２時間で３５センチ

メートル以上の積雪が予想される大雪警報が

気象庁から発表された場合、三沢市地域防災

計画風水害編に定める動員計画に基づき、総

務課防災管理室及び土木課など、関係課の災

害対策要員が準備に入ることとなっておりま

す。

対応はそれぞれの課で異なりますが、総務

課防災管理室では、情報収集、他機関との連

絡調整、土木課は除雪作業、生活安全課で

は、町内会及び市民、また、関係団体からの

情報をもとに、空き家を含めた住宅の安全対

策、介護福祉課では、支援の必要なひとり暮

らし高齢者等の安否確認などを行い、また、

その大雪によって相当規模の被害が発生した

場合には、災害対策本部を設置し、災害対応

に当たることとしております。

次に、御質問の第２点目、２月１５から１

６日にかけての大雪による被害状況について

でありますが、現時点で、市のほうには被害

の報告は入ってございません。

次に、御質問の第３点目、大雪による災害

の認定基準についてお答えいたします。

災害救助法の適用基準により、県知事が災

害の認定をすることになりますが、当市が単

独で災害の認定を受けるには、６０世帯が滅

失した場合となっております。ただし、災害

の認定には、市単独以外の場合も想定されま

すので、その時々の県内各市町村の被害状況

によって県知事が判断し、認定することにな

ります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

再質問する前に、今の防災計画に関するこ

となのですけれども、今、被害がなかったと

いうことで、大変よかったなというふうに安

堵しております。
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今のお話から、三沢市として、防災計画に

よる対策、体制が本当にしっかりと確立して

いるということがよくわかりました。

そうした中で、防災に関しての心がけで大

事なことは、これまでの既成概念にとらわれ

ないことだと思います。例えば、三沢はそれ

ほど雪が降らないから、雪害対策は必要ない

というような概念にとらわれていると、実際

に、今回の関東甲信地方のような異常な豪雪

に見舞われたときには、人命にもかかわる大

きな被害に遭ってしまうということになりま

す。

今後、しっかりと行政と市民が、この防災

計画にあるような防災意識、危機意識を共有

していくということが本当に大事だなという

ふうに、今、感じております。今後ともしっ

かりと対応していただくことを期待しており

ます。

それでは、再質問に入らせていただきま

す。

それでは、まず、基地問題の１点目なので

すけれども、ＦＡ－１８戦闘機の訓練拡充に

ついて、また、グローバルホークの三沢への

一時配備について、やはり三沢市民にとって

みれば、本当に過重な基地被害負担の何物で

もないわけなのです。

先ほど、一時展開とか、そういう部分で、

基地強化につながらないというふうにおっ

しゃいましたけれども、負担は強くなってい

ます。ですから、強化されているわけです。

まず、そういう状況にもかかわらず、しっ

かりとしたリスクの調査、どういうふうな事

態が起きるのか、そういうこともせずに、さ

らっと関係団体から意見を聞くだけで受け入

れを表明するというのは、いかがなものなの

かなというふうに思うわけです。

先ほども言いましたけれども、その中には

不安の声も多く出されているのですね。市議

会の基地対策特別委員会の委員の中にも、疑

念の意見も出されているわけです。

まず、ＦＡ－１８戦闘機の騒音がどの程度

なのか、説明がありませんでした。グローバ

ルホークでは、Ｆ－１６よりも騒音が小さい

という説明はありましたけれども、今回のＦ

Ａ－１８、Ｆ－２、Ｆ－１５との合同訓練に

よって、どのぐらいの騒音になるのか、何も

説明がありませんでした。何の検証もしな

い。そして、国からも、回答も求められてい

ない。そういうふうなことで、これは本当に

いいのでしょうか。

こんな国の地元軽視、三沢は本当になめら

れているのではないのかなというふうに思う

のですけれども、こういう国に対して、受け

入れを撤回すべきだというふうに思います。

そのことについて再質問をいたします。

次に、公契約条例について再質問をさせて

いただきます。

ことし１月に、公共工事設計労務単価、こ

れが国、県により公表されています。昨年よ

りも、やはり景気をよくしたい。給料を上げ

なければ景気はよくならない。そういうこと

で、引き上げになっているということなので

す。

その公共工事設計労務単価、これは公共事

業の設計等に必要な労務単価の決定方法。公

共事業に従事する建設労働者の賃金を地域別

及び職種別に調査し、決定したものなので

す。

前に三沢市に聞いたときに、この工事単価

を１００％で計算しているというふうに言わ

れていたのです。大工さんであれば１万７,

５００円ですね。そういうふうに職種によっ

て幾らというのが全部決まっているのです。

それで計算されている。

ですから、入札の平均の落札率９３％、三

沢は高いのです。ですから、それに合わせて

計算して、工事単価で計算して出しているの

ですから、その給料をもらうのは当たり前な

のです。これをしっかりとやらなければなら

ないと思うのです。青森県の最低賃金は６６

５円ですから、本当に低いのです。

札幌市で労働組合がアンケート調査を行っ

たところ、札幌市からの業務委託や発注工事

で働く労働者の賃金には、労務単価が反映さ
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れていないということがわかったというふう

にあります。

今、青森市でも、実態調査に踏み切るとい

うことなのです。それだけきちんと計算をし

て、その分を渡しているのですから、それに

合わせた賃金が払われているのかということ

を、まず、どれぐらいの賃金をもらっている

のかというのを調査に踏み切るということ

だったのです。

七戸は、もう公契約条例は制定していま

す。これは、先ほど言いました労働基準法と

か、さまざまな制約があるというふうにおっ

しゃっていますけれども、先ほども私、一般

質問で言ったように、麻生さんが総理大臣の

ときとか、そういうときに弁護士さんとかが

ついて、何も問題はないと。

今、山形県のほうでも、山形市だったか、

この公契約条例を制定するということで、

今、議会に出すというふうな準備もしており

ます。どんどん広がりつつあると思います。

ですから、ぜひ三沢でも、やっぱり地域の

経済活性化、そして公共工事、これはやっぱ

り質を上げなければいけないと思うのです。

そのために、やはりそういう賃金が必要だ

し、今、震災とかオリンピックとかといっ

て、本当に労働力がどんどん足りなくなって

きています。こういうふうなことで、働く人

というのは、しっかりと三沢でやってもらわ

なければならないというようなことも考えな

がら、これは必要な条例だというふうに思い

ます。

まずは、青森市もそうなのですけれども、

実態をつかむための調査、これをまず先にし

てはいかがでしょうか。それについて再質問

をさせていただきます。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） ＦＡ－１８のこ

とにつきまして、撤回したらどうかというこ

とでございますが、その御質問の中で、騒音

のこととリスク調査のことにも言及されてお

りました。

まず、騒音につきましては、ＦＡ－１８は

既に三沢に飛来している飛行機であります。

その点から、騒音がどの程度かということ

は、おおむね把握しております。

次に、リスク調査の説明がなかったのでは

ないかということですが、いろいろな機会

に、説明会の機会に、こういうリスクがある

とか、それに対しての質問には丁寧に答えて

ございます。

撤回すべきということにつきましては、や

むなしという考えに変わりはございません。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 公契約条例の

再質問についてお答えいたします。

まず、労務単価のほうの関係なのですけれ

ども、特に、９３％という落札率はあるわけ

ですけれども、それに合わせて労務単価を上

下させるとか、そういうことは当然やってお

りません。

それで、まず、青森で調査するだとか、そ

ういうお話があるということですけれども、

現在、当然市では、そういう受注者、その賃

金の確認ということはやっておりません。基

本的には、労働基準監督署だとか、そういう

ところが当然やるべきものと考えておりまし

て、市のほうとしては、国及び県が各種営業

の許可を出している業者は、当然法に基づい

た賃金だとか、そういう支払いをしているも

のと考えているところであります。

それで、一応、公契約条例、先ほど全国で

広まってきているということでおっしゃられ

ておりますけれども、広まりつつあるという

ことで。こちらのほうで調べて、１１ぐらい

の地方公共団体が制定なりしているような状

況でございます。

一応、三沢市として、今回の質問を受けま

してというか、これまでも、前回、質問を受

けたこともございますので、いろいろと調べ

たことはございました。

課題として考えるのが、雇用主と労働者と

の間の契約内容に関与することは、両者の契
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約の自由を制限することにつながるだとか、

あと、例えば条例適用の契約の従事者と、そ

れ以外の労働者との賃金格差による、労働者

選別の危険性だとか、同一労働同一賃金の原

則との整合性だとか、また、そのほかにも、

市民レベルの共感の獲得だとか、業界団体と

の問題意識の共有だとか、議会における共通

理解の拡大など、そういう課題等がたくさん

解決しなければならないものがあると認識し

てございます。

そのようなことから、先ほど答弁で申し上

げましたように、公契約に係る賃金とか労働

条件につきましては、一つの自治体で解決で

きるものではなく、国において基本的なこと

を法律によって制定すべきと、そのように考

えておりますので、繰り返しなりますけれど

も、今後も国の動向を注視してまいりたい

と、そのように考えております。

○議長（舩見亮悦君） 奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 再々質問、基地問

題についてさせていただきたいと思うのです

けれども、先ほど、今もやっている訓練なの

で、あえて騒音の状態というのは説明しな

かったということなのですけれども、説明し

ていいのではないですか。今やっていて、さ

らにまたやるわけですし、訓練の状況も変わ

るわけですから、やっぱりしっかり精査し

て、調査する必要がありますよ。そういうこ

とをしないからなめられるのですよ。

まず、今回の沖縄の基地負担軽減による移

転と拡充なのですけれども、このまま今後、

国に言われるまま受け入れていたら、将来ど

うなるのか。どんな基地強化に、本当にどん

どん基地強化に進んでいく一方なのです。将

来的に見ると、ＦＡ－１８の訓練が毎年拡充

される可能性がある。

グローバルホークは日本でも購入するとい

うふうになっているのです。ですから、グ

ローバルホークが三沢に配備されるかもしれ

ない。ＦＡ－３５も配備される。オスプレイ

も自衛隊で購入する予定になっています。オ

スプレイも来ます。そうなったら、想像を絶

する爆音被害で、とても安心して暮らせるよ

うなまちにはなりません。

アメリカは今、国防費の削減、それから人

員削減に進んでいるのです、アメリカは。基

地の人員はどんどん削減されていくのに、訓

練だけはどんどんやってくる、こういう状態

になる可能性は高いと思うのです。

そうなれば、市長がいつも言われている、

目指す、住んでよかった、これからも住み続

けたいと実感できる魅力あるまちづくり、こ

の理念と逆行するのではありませんか。こん

な爆音がすさまじいところに、企業が誘致さ

れたり、企業が来たり、ほかの地域から三沢

に住みたいと、これは定住は望めないと思う

のです。

やはり県と三沢市としては、これまでの立

場を貫くこと。間違いなく基地機能強化で

す。ですから、こういう現状を超える強化、

市民生活を脅かすものには、きっぱりと受け

入れないというふうに私は言うべきだと思い

ます。それについてお伺いしたいと思いま

す。

あと、公契約条例なのですけれども、

ちょっと誤解があるようなのですが、私、野

田市のほうに行って、賃金を幾らにするとい

うふうに給料体系とかではなく、公共工事に

関する単価が決まっているわけですよね。単

価が決まって、９３％ではなくても、ある程

度生活できる基準、それを基準に、野田市で

は大体８７％というふうにつくっているそう

なのです。その地域で単価表があるのですけ

れども、その８７％を野田市の基準にしよう

と。

それをやって、そして委託業務でしたら、

ずっと働いていただくわけなのですけれど

も、工事というのはそのときだけですよね。

そのときに支払われる賃金、これをボーナス

のような形ではないのですけれども、そうい

うふうに工事に対しての賃金を払うというシ

ステムにしているのだそうです。

ですから、労働基準法とか、いろいろなも

のに抵触するのではないかというふうなこと
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には当たらないということから、私は、やっ

ぱり市民の、三沢市の経済も考えたときに

――安倍総理も言っているのですよ。給料上

がらないと経済はよくならないよと言ってい

るわけですから。ぜひ公共工事等に関する、

そういったものに関しての調査は、やっぱり

やるべきではないかなというふうに思います

けれども、それについてお答えをお願いした

いと思います。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 御質問のうちの

ＦＡ－１８の飛行回数と騒音につきまして

は、今、データを精査して、後でお答え申し

上げます。

先ほど、住んでよかったと思えるまちづく

りに反するのではないかという御意見です

が、反しないものと思っています。民生安定

対策等をしっかりまとめ、安全・安心のまち

づくりに資したいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 奥本議員の

ＦＡ－１８戦闘攻撃機の騒音の説明の件につ

いて、説明内容について若干補足して御説明

申し上げます。

過去に、再編という、沖縄の負担軽減に対

する訓練移転が行われてから、三沢市には５

回来ていまして、そのうちのＦＡ－１８が来

ているのは、平成２１年に２回、それから２

２年に１回来ておりまして、この当時の機数

とか内容については、説明会で御説明申し上

げてございます。

加えまして、その説明会で、市民の方々の

思いとしては、議員おっしゃるように、不安

ということもありましたが、沖縄の負担軽減

ということを考えれば、三沢として協力すべ

きではないかと。

実際問題、再編の後、沖縄の騒音回数の測

定数値は減ってございます。これはデータと

して公表されてございますし、我々、沖縄市

役所のほうに聞き取りもいたしました。明ら

かに減っているという回答を受けております

ので、沖縄の皆様の負担の軽減には、三沢市

は貢献できていると考えてございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 公契約条例の

再々質問にお答えいたします。

賃金等の実態調査を行わないのかというこ

とだと思いますけれども、賃金等の実態調査

の前に、まず、三沢市としては、国の動向、

それから、議員が野田市のほうを視察された

ということでありますけれども、先進の野田

市だとか川崎市だとか、それら先進地の情報

収集に今後とも鋭意努めてまいりたいと考え

ております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、４番奥本議

員の質問を終わります。

─────────────────

○議長（舩見亮悦君） 本日は、これをもっ

て散会します。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ０時０４分 散会


